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ワーク・エンゲイジメントに関連する職場改善の検討
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1）京都橘大学看護学部看護学科
2）和歌山県立医科大学大学院保健看護学研究科

（2022年 3月 18日受付）

要旨：目的：本研究では，非正規職員を対象とし，首尾一貫感覚（sense of coherence：SOC）の
高さに基づいて，ワーク・エンゲイジメントに関連する職場改善について明らかにすることを目
的とした．
対象：金融業の 177人の非正規職員とした．
方法：無記名の自記式質問紙を行った．質問紙の内容は，属性，労働状況，日本語版 Sense of
Coherence尺度（SOC-13），日本語版ユトレヒト・ワークエンゲイジメント尺度（UWES-J），メン
タルヘルス改善意識調査票（MIRROR）であった．SOC-13の高さによって区分した群毎に，UWES-
Jの合計スコアを従属変数に，MIRRORの項目を独立変数にした重回帰分析を行った．
結果：SOC-13の平均値（55.4±6.5点，平均値±標準偏差）に基づき，対象者を SOC低値群

（55点以下）（n=94）と SOC高値群（56点以上）（n=83）に区分した．両群間で，年齢，性別，職
位，最近 1カ月における残業時間に有意差はなかった．UWES-Jの総得点は，SOC低値群（47.4
±15.5点）が SOC高値群（55.2±19.9点）より有意に低かった．SOC低値群では，UWES-Jに対
して，「能力や経験に見合った訓練や能力開発のための研修が行われている」が正の要因であった．
SOC高値群では，UWES-Jに対して，「資料や報告書の作成は必要最小限になるように配慮されて
いる」が正の，「ミーティングの回数や内容が適切で，情報や問題が共有できている」が負の要因
であった．
結論：非正規職員においても，SOCの高さによってワーク・エンゲイジメントに影響する職場
改善は異なった．SOC低値群では個々の経験や能力に見合った訓練を検討し，SOC高値群では情
報と問題の共有は無理のない範囲に留めるよう調整する必要がある．

（日職災医誌，70：196─202，2022）

―キーワード―
金融業，非正規職員，ワーク・エンゲイジメント

I．緒 言

近年の日本経済において，人口減少や産業構造の変化
により，人手不足が問題となっている．人手不足による
残業時間の増加や休暇取得日数の減少は，労働者の働き
がいを低下させる恐れがある．労働者にとって，働きが
いの低下は，働くことによるストレス反応や疲労感を高
め，健康に悪影響を与えるとともに，仕事のパフォーマ
ンスを低下させる１）．これらの状況から，働きがいをもっ
て働くことができるような職場環境を整備することが重
要な課題となっている１）．
働きがいがある職場の実現に向けた職場改善を検討す

る際は，労働者の実情やニーズに応じた対策や対応が必
要となる．一方，ストレス対処能力を表す首尾一貫感覚
（sense of coherence：以下，SOC）が高いと仕事の要求量
が多くても，働きがいをもって取り組める者が多いとさ
れる２）．そのため，労働者の実情やニーズに応じた対策や
対応には，仕事の要因以外にも，個人の要因として SOC
を考慮する必要があると考える．そこで，我々は，金融
業の正規職員を対象に，SOCの高さに基づき，働きがい
の指標である，ワーク・エンゲイジメントに関連するメ
ンタルヘルス改善意識調査票（mental health improve-
ment reinforcement research of recognition：以下，
MIRROR）３）の項目を検討した結果，SOCが低い者には仕
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表 1 質問紙の内容と回答方法

質問紙の内容 回答方法

属性 年齢 満年齢で回答

性別 「男性」「女性」で回答

労働状況 雇用形態 「正規職員」「嘱託職員（嘱託制度によって雇用されている職員）」
「嘱託契約（定年後に嘱託制度によって継続勤務している職員）」か
ら回答

職位 「一般職」「管理職（支店の課長，主任，副主任，本部の主任以上）」
「経営職（支店の次長以上，本部の課長以上）」から回答

最近1カ月における残業時間（休日出勤を含む） 時間単位で回答

SOC 日本語版 Sense of Coherence 尺度 13 項目バー
ジョン（SOC-13）

それぞれの質問項目に「全くない（1点）」から「とてもよくある
（7点）」などの 7段階で回答

ワーク・エンゲイジメント 日本語版ユトレヒト・ワーク・エンゲイジメン
ト尺度 17 項目版（UWES-J）

それぞれの質問項目に「全くない（0点）」から「いつも感じる（6
点）」の 7段階で回答

MIRROR メンタルヘルス改善意識調査票（MIRROR） 「実現しており改善は不要」「出来れば改善が必要」「ぜひ改善が必
要」「この職場とは関係がない」の 4件法で回答

事の方針などをきちんと説明すること，SOCが高い者に
は通勤などの仕事以外での負担を軽減したりすることな
どが重要であることが示唆された４）．
一方，近年，雇用・就業形態の多様化に伴い，非正規
職員が増加しており，賃金の低さや勤続期間が短いこと
などの不安定な状況がある５）．また，非正規職員は，正規
職員と比べて SOCが低いとされ６），メンタルヘルス不調
を起こすリスクも高いが，自己研鑽の機会がとりづらく，
人間関係が希薄であるなど７）８），非正規職員に顕著となる
職場環境も窺える．厚生労働省１）の報告では，非正規雇用
に就いた理由によって，正規職員と非正規職員の間の
ワーク・エンゲイジメントに大きな差があるとされてい
るため，前回の調査では正規職員のみを対象として職場
改善について検討した４）．しかし，非正規職員が希望する
職場改善は，正規職員とは異なる可能性があり，ワーク・
エンゲイジメントとの関連も異なると推察される．した
がって，前回の研究４）で我々が分析対象から除外した非正
規職員についても検討する必要がある．
そこで，本研究では，非正規職員を対象とし，SOC
の高さに基づいて，ワーク・エンゲイジメントに関連す
る職場改善について，MIRRORの項目をもとに明らかに
することを目的とした．本研究結果により，非正規職員
においても，ストレス対処能力に応じた働きがいのある
職場の実現に向けたきめ細やかな職場改善のための示唆
を得ることができると考える．

II．研究方法

本研究の分析データは，我々がストレスチェックへの
回答の態度に関連する職業性ストレス調査票の項目や
SOC，ワーク・エンゲイジメントなどの要因を調査した
ものをデータベースとし９），本研究の目的に合わせて，非
正規職員に焦点を当てて分析したものである．
1．研究対象者
本研究では，金融業の全職員 2,500人のうち，非正規職

員を対象とした．
対象となった金融機関は，福利厚生やノー残業デーな
どの制度が本店とすべての支店で同一である．本店およ
び支店の所在地は，近畿地方と首都圏で，主な業務は，
預金，貸出，有価証券投資，内国為替，外国為替，国債
等の売買，代理業務などである．
2．調査期間
新人社員や人事異動した社員が業務に慣れ，平常業務
が可能となる時期を考慮し，2019年 5月から 6月に調査
を実施した．
3．調査方法
無記名自記式の質問紙調査を実施した．
1）研究の手続き
対象となった金融機関の担当者に研究の趣旨と方法な
どを文書と口頭で説明し，研究協力の同意を得た．担当
者宛に対象人数分の質問紙を郵送し，担当者に研究の趣
旨と方法などを記載した説明文書と質問紙の対象者への
配布を依頼した．対象者が質問紙に回答した後は，厳封
して，回収箱または回収袋への提出してもらった．後日，
研究者がその回収箱・回収袋を回収した．また，本研究
は，所属企業が実施する調査ではないため，所属の担当
者が回答内容を知り得ることはないことを文書により説
明した．
2）質問紙の内容
質問紙の内容は，属性，労働状況，SOC，ワーク・エ
ンゲイジメント，MIRRORとした（表 1）．
属性は，年齢と性別を，労働状況は，先行研究を参考
に１０），雇用形態，職位，最近 1カ月における残業時間（休
日出勤を含む）を尋ねた．
SOCの評価には，Antonovskyにより作成され，山崎ら
により翻訳された，日本語版 Sense of Coherence尺度 13
項目バージョン（以下，SOC-13）を用いた１１）．SOC-13
は，「把握可能感」「処理可能感」「有意味感」の 3要因から
構成され，得点が高いとストレス対処能力や健康保持能
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力が高いと評価される．本研究では，総得点を求めた．
ワーク・エンゲイジメントの評価には，日本語版ユト
レヒト・ワーク・エンゲイジメント尺度（The Japanese
Version of the Utrecht Work Engagement Scale）の 17
項目版（以下，UWES-J）を用いた１２）．UWES-Jは，「活力」
「熱意」「没頭」の 3要因から構成され，得点が高いとワー
ク・エンゲイジメントが高いと評価される．本研究では，
総得点と，「活力」「熱意」「没頭」の 3要因のそれぞれの項
目平均を求めた．
MIRRORは，職場改善に関する 45項目から構成さ
れ３），「出来れば改善が必要」「ぜひ改善が必要」などによ
り要望を把握することができる．
4．分析方法
本研究では，非正規職員のみを分析対象者とした．つ
まり，雇用形態で，「嘱託職員」または「嘱託契約」を選
択した者とした．両者の SOC-13，UWES-Jを比較したと
ころ，有意差がなかったため（Mann-Whitney U検定），
本研究では合わせて分析することとした．
SOC-13の平均値を算出し，それらをもとに対象者を 2
群に区分した．
2群間において，年齢，性別，最近 1カ月における残業

時間，SOC-13，UWES-Jの総得点と先行研究４）でも用いて
いる 3要因の項目平均を比較した．また，2群別におい
て，性別で UWES-Jの総得点を比較するとともに，最近
1カ月における残業時間，SOC-13と UWES-Jの総得点と
の関係性を確認した．比較には，χ2検定，Mann-Whitney
U検定を，関係性の確認には，Spearmanの順位相関係数
（rs）を算出した．
ワーク・エンゲイジメントに関連するMIRRORの項

目を検討する際には，先行研究と同様に４），UWES-Jの総
得点を用いることとした．SOCの 2群別に，UWES-J
の総得点を従属変数とし，年齢，性別，最近 1カ月にお
ける残業時間，MIRRORの項目を独立変数とした重回帰
分析を行った．その際，ワーク・エンゲイジメントは，
年齢が高くなるほど，あるいは，男性よりも女性の方が
高いとされるため１），年齢と性別を補正要因として強制投
入し，その他の独立変数をステップワイズ法（変数増減
法）で解析した．ステップワイズ法（変数増減法）は，
独立変数をモデルにとり込んだり除いたりして，少しず
つ良いモデルに近づける手法であり１３），本研究の独立変
数であるMIRRORの項目は最大 45項目であるが，モデ
ルにとり込まれるのは 1つずつ順番であり，最終的に
ワーク・エンゲイジメントに関係する項目のみに絞られ
る．重回帰分析では，SOCの 2群別に独立変数間に相関
係数が 0.7を超える強相関がみられるMIRRORの項目
を除いた．また，性別は，「男性」「女性」をダミー変数
（1，0）に置き換えた．MIRRORの項目は，「実現してお
り改善は不要」と「この職場とは関係がない」に 0を，
「出来れば改善が必要」と「ぜひ改善が必要」に 1を配点

した．
本研究の解析には，統計解析ソフト IBMⓇ SPSSⓇ Sta-
tistics 27.0を用い，統計学的有意水準は 5％とした．
5．倫理的配慮
対象者に対して，研究の趣旨と方法，研究への参加は
自由であること，不参加や回答内容による不利益はない
こと，質問紙は厳封されたまま研究者が回収するため，
金融機関の関係者が回答内容を知り得ることはないこ
と，得られたデータは全体集計し個別に分析することは
ないこと，個人情報の保護に努め，研究目的以外では利
用しないことなどの倫理的配慮について文書で説明し，
同意が得られた場合のみ質問紙に無記名で回答してもら
い，回答後は個別に厳封して提出するよう依頼した．質
問紙の提出をもって研究対象者から同意が得られたもの
とした．
本研究は，和歌山県立医科大学倫理審査委員会（平成
31年 3月 5日，承認番号 2536）の承認後に実施した．

III．結 果

1．対象者について
質問紙は 2,500部配布し，2,350名から回収できた（回
収率 94.0％）．本研究に必要な項目のすべての項目に回答
があった 2,022名のうち，非正規職員 177名（8.8％）を分
析対象とした．
対象者の年齢は 65歳（中央値）で，SOC-13は 55.4±6.5

（平均値±標準偏差）点であった．SOC-13の平均値をも
とに，対象者を 55点以下の群（SOC低値群）94名と，
56点以上の群（SOC高値群）83名に区分した．
属性について，SOCの 2群間で比較すると，年齢は
SOC低値群が 60.2±10.7歳，SOC高値群が 60.8±9.4歳
で，有意差はなかった（表 2）．また，65歳以上の者が，
SOC低値群で 76.6％，SOC高値群で 74.7％を占めてい
た．性別において，男性は SOC低値群が 75.5％，SOC
高値群が 74.7％で，有意差はなかった．
労働状況について，SOCの 2群ともに職位はすべて一
般職であった．また，SOCの 2群間で比較すると，最近
1カ月における残業時間（休日出勤を含む）に有意差はな
かった．
UWES-J（総得点）は SOC低値群が，SOC高値群より
有意に低かった．また，UWES-Jの 3要因いずれの項目平
均も，SOC低値群が SOC高値群より有意に低かった．
SOCの 2群別に年齢を性別で比較すると，SOC低値
群（男性 64.5±2.0歳，女性 46.7±15.0歳），SOC高値群
（男性 64.4±2.5歳，女性 50.2±13.6歳）ともに，男性が女
性より有意に高かった．
また，UWES-Jの総得点と性別との関連をみると，SOC

低値群の場合，男性が女性より有意に高かった（表 3）．
また，UWES-Jと年齢との間に有意な正の相関（rs=0.28）
が，最近 1カ月における残業時間との間に有意な正の相
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表 2 SOCの 2群間による年齢，性別，最近 1カ月における残業時間，SOC-13，
UWES-J の比較

SOC低値群（n＝94） SOC高値群（n＝83） p

年齢＊ 60.2（10.7） 60.8（9.4） n.s

性別 # 男性 71（75.5） 62（74.7）
n.s

女性 23（24.5） 21（25.3）

最近1カ月における残業時間＊ 5.43（2.50） 5.24（2.20） n.s

SOC-13＊ 50.7（3.80） 60.7（4.52） ＜ .001

UWES-J（総得点）＊ 47.4（15.5） 55.2（19.9） .002
活力（項目平均）＊ 2.79（0.94） 3.33（1.23） ＜ .001
熱意（項目平均）＊ 2.90（1.04） 3.46（1.31） ＜ .001
没頭（項目平均）＊ 2.69（0.97） 2.99（1.16） .043

＊平均（標準偏差）Mann-Whitney U 検定
#n（%）χ2 検定
SOC-13：日本語版 Sense of Coherence 尺度 13 項目バージョン
UWES-J：日本語版ユトレヒト・ワーク・エンゲイジメント尺度 17 項目版

表3 SOCの 2群別の性別によるUWES-J の比較，および年齢，最近1カ月における残業
時間，SOC-13 と UWES-J との関係

SOC低値群（n＝94） p SOC高値群（n＝83） p

性別＊ 男性 49.5（14.4）
.029

55.6（20.5）
n.s

女性 40.7（17.1） 54.1（18.4）

年齢 # 　0.28 .007 　0.09 n.s

最近 1カ月における残業時間# 　0.22 .037 －0.15 n.s

SOC-13# －0.09 n.s 　0.31 .004
＊平均（標準偏差）Mann-Whitney U 検定
#Spearman の順位相関係数（rs）
SOC-13：日本語版 Sense of Coherence 尺度 13 項目バージョン
UWES-J：日本語版ユトレヒト・ワーク・エンゲイジメント尺度 17 項目版

関（rs=0.22）がみられたが，SOC-13には有意な相関はな
かった．
SOC高値群の場合，男女に有意差はなかった．UWES-
Jと年齢，最近 1カ月における残業時間との間に有意な
相関はなかったが，SOC-13とは有意な正の相関（rs=
0.31）がみられた．
2．SOCの 2群別の UWES-Jに関連する要因につい
て
SOC低値群において，残業やMIRRORの項目間で有
意な強相関はみられなかった．重回帰分析の結果，
UWES-Jに対して，「能力や経験に見合った訓練や能力開
発のための研修が行われている」が正の要因であった（表
4a）．つまり，これらの要望は高いワーク・エンゲイジメ
ントに関連していた．
SOC高値群において，「仕事の方針はみんなの納得の

いくやり方で決められている」と「職場では，だれでも
自由に意見や考えを述べることができる」（rs=0.74）との
間，「進捗状況・達成度について上司と定期的に話し合う
場が設定されている」と「ミーティングの回数や内容が
適切で，情報や問題が共有できている」との間（rs=0.74），

「能力や経験に見合った訓練や能力開発のための研修が
行われている」と「上司が部下の訓練や研修の機会を積
極的に与えている」との間（rs=0.71），「上司が忙しすぎ
ないので，部下からの相談を受ける余裕がある」と「上
司は部下からの報告・相談を受け，適切な業務調整を
行っている」（rs=0.73），「上司はみんなの仕事が円滑に運
ぶよう取りはからっている」と「上司から部下へは，何
事についてもきちんとした説明がなされている」（rs=
0.74）との間に有意な強相関がみられた．
本研究の SOC低値群の結果や，正規職員の結果４）など
を考慮し，「職場では，だれでも自由に意見や考えを述べ
ることができる」「進捗状況・達成度について上司と定期
的に話し合う場が設定されている」「上司が部下の訓練や
研修の機会を積極的に与えている」「上司は部下からの報
告・相談を受け，適切な業務調整を行っている」「上司か
ら部下へは，何事についてもきちんとした説明がなされ
ている」を除いた他の独立変数を用いて，重回帰分析を
行った．その結果，UWES-Jに対して，「資料や報告書の
作成は必要最小限になるように配慮されている」が正の
要因であった．つまり，これらの要望は高いワーク・エ
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表 4 UWES-J に関連する要因
a）SOC低値群

B 標準誤差 β p

能力や経験に見合った訓練や能力開発のための研修が行われている 6.199 3.089 0.199 .048

B：偏回帰係数　β：標準化偏回帰係数
n＝94　強制投入した変数：年齢，性別
ステップワイズ法でMIRRORの項目と最近 1カ月における残業時間を投入し，最終モデルに残った項目を提示

b）SOC高値群

B 標準誤差 β p

資料や報告書の作成は必要最小限になるように配慮されている 12.880 4.543 0.324 .006

ミーティングの回数や内容が適切で，情報や問題が共有できている －10.878 4.669 －0.265 .022

B：偏回帰係数　β：標準化偏回帰係数
n＝83　強制投入した変数：年齢，性別
ステップワイズ法で「職場では，だれでも自由に意見や考えを述べることができる」「進捗状況・達成度について上
司と定期的に話し合う場が設定されている」「上司が部下の訓練や研修の機会を積極的に与えている」「上司は部下
からの報告・相談を受け，適切な業務調整を行っている」「上司から部下へは，何事についてもきちんとした説明が
なされている」を除いたMIRRORの項目と最近1カ月における残業時間を投入し，最終モデルに残った項目を提示

ンゲイジメントに関連していた．一方，「ミーティングの
回数や内容が適切で，情報や問題が共有できている」が
負の要因であった（表 4b）．つまり，この要望がある者は
ワーク・エンゲイジメントが低かった．

IV．考 察

1．対象者の特徴について
本国における非正規職員の割合は 37.1％といわれ
る１４）．本研究の分析対象者は，すべての項目に回答があっ
た者のうちの 8.8％であったことは，本研究対象が金融
業であるなどの影響を受けていることが推察される．ま
た，65歳以上の者が，SOCの 2群共に 70％を超えてい
た．本国における 65歳以上の非正規職員数は，労働者の
76.5％（2020）を占め，増加傾向にあるが１４），年齢に関係
なく，誰もがイキイキと働くことはメンタルヘルス不調
の予防的側面や，生産的側面からも重要であると考える．
本研究は，本国のこの現状が反映された，特に金融業の
65歳以上の非正規職員についての考察となる．
SOC-13については，正規職員を対象とした場合（平均
53.2点）４）よりもやや高く，非正規職員の方が SOCは低い
という報告６）とは異なる結果であった．これには，年齢が
高いほど SOCが高いと言われること１５），本研究の対象と
した金融機関の非正規職員の年齢が，正規職員（中央値
35歳）４）よりも高いことが影響していると考えられた．
UWES-Jについては，正規職員の SOCの 2群を対象と

した場合と比較すると４），SOC低値群（総得点 41.1点，
「活力」2.53点，「熱意」2.69点，「没頭」2.75点）では，
本研究対象者の総得点，「活力」，「熱意」の得点は高く，
「没頭」の得点が低い傾向であった．SOC高値群（総得点
56.1点，「活 力」3.25点，「熱 意」3.53点，「没 頭」3.15
点）では，本研究対象者の「熱意」の得点は高かったが，
総得点，「活力」，「没頭」の得点は低い傾向であった．

一方，本研究においては，SOC低値群において，男性
のワーク・エンゲイジメントが女性より高く，一般的に
女性のワーク・エンゲイジメントが男性より高いと言わ
れること１）とは異なる結果であったが，これは，UWES-
Jと年齢との間に有意な相関があったこと，男性の年齢
が女性よりも高かったことが影響していると推察され
た．
2．SOCの 2群別の UWES-Jに関連する要因と職場
改善に向けて
MIRRORの項目は職場改善における要望を示すため，
正規職員の報告４）と同様に，本研究の考察においても，項
目の後に（ようにしてほしい）を付けて記載する．
SOC低値群において，「能力や経験に見合った訓練や

能力開発のための研修が行われている（ようにしてほし
い）」が正の要因であった．また，UWES-Jと最近 1カ月
における残業時間との間に有意な正の相関があった．非
正規職員においても正規職員の場合と同様で４），残業をし
てでも働こうと思うような仕事への積極性が，高いワー
ク・エンゲイジメントと関連していると考えられた．し
かし，SOCが低いと不定愁訴も多く１６），疲労が蓄積しや
すい状況であることが窺えるため，少しでも効率的に仕
事に取り組めるように，能力や経験に見合った訓練や能
力開発をしてほしいという要望をもっていることが推察
される．そのため，SOCが低い場合は，仕事による疲労
が残らないように配慮しながらも，訓練や研修に参加し
やすいような職場改善が重要となることが推察された．
一方，SOC高値群において，「資料や報告書の作成は必
要最小限になるように配慮されている（ようにしてほし
い）」が正の要因であった．これについては，正規職員の
SOC高値群で，「生産や注文などの入力作業による負荷
は多すぎない（ようにしてほしい）」ことが正の要因で
あったことと同様に４），資料や報告書の作成による負荷は
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かかっているものの，ストレス対処能力の高さからその
負荷に対応できており，作業効率の逆 U字曲線１７）の上層
を保っているような状態であることが窺えた．また，
「ミーティングの回数や内容が適切で，情報や問題が共有
できている（ようにしてほしい）」が負の要因であった．
非正規職員を選んだ理由としては，簡単な仕事で責任も
少ないから，組織に縛られたくなかったからなども挙げ
られている１８）．また，本研究でも SOC高値群の 65歳以上
の者が 74.7％で，再雇用の非正規職員が多く含まれてい
ることが窺える．高齢の再雇用者は無理なく働きたいな
どの就労ニーズをもっていることも明らかになってい
る１９）．これらのことから，非正規雇用形態のなかで，情報
や問題の解決に向けて働くということは，ストレス対処
能力が高くても負担となるため，低いワーク・エンゲイ
ジメントに関連している可能性がある．そのため，非正
規職員が無理のない範囲で，情報と問題を共有できるよ
うな職場改善が必要となることが推察された．

V．研究の限界と今後の課題

本研究では，金融業の非正規職員の SOCの高さに基
づいた，ワーク・エンゲイジメントに関連するMIRROR
の項目を重回帰分析によって検討したが，その項目間の
因果関係については断定できない．
本研究の分析対象者は，すべての項目に回答があった
一金融業の非正規職員であり，非正規職員の職場改善の
要望をすべて反映しているかは計り知れない．また，重
回帰分析においては，MIRRORの項目間の Spearman
の順位相関係数を確認し，有意な項目の片方を取り除い
たり，ステップワイズ法（変数増減法）を用いたりした
が，対象者数は少なかったことが解析に影響を及ぼして
いる可能性は否定できない．
これらのことが本研究の限界である．しかし，非正規
職員の職場改善に関する要望について検討した研究はほ
とんどみられないため，本研究は結果を用いて，職場改
善に向けた検討を進めていくことが今後の課題となる．

VI．結 論

本研究では，非正規職員を対象とし，SOCの高さに基
づいて，ワーク・エンゲイジメントに関連するMIRROR
の項目を検討した結果，以下のことが明らかになった．
・SOCが低い群では，UWES-Jに対して，「能力や経験に
見合った訓練や能力開発のための研修が行われてい
る」が正の要因であった．
・SOCが高い群では，UWES-Jに対して，「資料や報告書
の作成は必要最小限になるように配慮されている」が
正の，「ミーティングの回数や内容が適切で，情報や問
題が共有できている」が負の要因であった．
・非正規職員においても，SOCの高さによってワーク・
エンゲイジメントに影響する職場改善は異なり，SOC

が低い群では個々の経験や能力に見合った訓練を検討
し，SOCが高い群では情報と問題の共有は無理のない
範囲に留めるよう調整する必要がある．
謝辞：本研究の実施にあたり，ご協力いただいた皆様に感謝いた

します．
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Objective: In this study, we aimed to clarify the relationship between workplace improvement and work
engagement based on the level of sense of coherence (SOC) among non-regular employees.
Subjects: 177 non-regular employees in a financial industry.
Methods: The study was based on an anonymous self-administered questionnaire. The contents of the

questionnaire were attributes, working conditions, the Japanese Sense of Coherence (SOC-13), the Japanese
version of Utrecht Work Engagement Scale (UWES-J), and the mental health improvement reinforcement re-
search of recognition (MIRROR). Multiple linear regression analysis was performed with the total score of
UWES-J as the dependent variable and the MIRROR items as the independent variable for each group classi-
fied by the level of the SOC-13.
Results: Based on the mean value of SOC-13 (55.4±6.5, mean±standard deviation), the subjects were di-

vided into two group; the one with low SOC level (55 points or less) (n=94) and the one with high SOC level (56
points and above) (n=83). Between the two groups, there were no significant difference in age, gender, job posi-
tion, overtime hours in the last month. The total score of UWES-J was significantly lower in the group with low
SOC levels (47.4±15.5) than in one with high SOC levels (55.2±19.9). In the group with low SOC levels, “Train-
ing commensurate with ability and experience, and training for ability development are conducted” was a posi-
tive factor for UWES-J. In the group with a high SOC levels, “The preparation of materials and reports is con-
sidered to be the minimum necessary” is positive for UWES-J, but “The number and content of meetings are
appropriate, and information and problems are shared.” was a negative factor.
Conclusions: Even for non-regular employees, workers’ desire for workplace improvements related to

work engagement differ depending on the level of SOC. Training commensurate with individual ability and ex-
perience needs to be considered for the low-SOC group, and sharing the information and issues should be ad-
justed to be within a reasonable range for the high-SOC group.

(JJOMT, 70: 196―202, 2022)
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